
はじめに

日本では、雇用の場における差別的取扱いは労働
法制の中で、個別の法目的や対象に応じて規制され
ている。このため、禁止される差別事由や対象場面に
空白が生じることがある。例えば、均等待遇の原則を
定める労働基準法3条は、国籍、信条又は社会的身分
を理由とする労働条件上の差別的取扱いを禁止して
いるが、性別は差別禁止事由に含まれていない。これ
は、同法制定当時、時間外・休日労働、深夜業、危険有
害業務等の事項について女性の保護基準を定め、女
性について労働関係上男性と異なる取扱いがされて
いたことを受け、意識的に憲法14条にある「性別」が
除外されたためである¹。

しかしながら、本来雇用差別は働く人の尊厳と平
等に関わる人権問題である。採用、配置、昇進、賃金、
労働時間その他の労働条件等において、人種、信条、
性別、社会的身分又は門地を理由として差別的取扱
いを受けることは、憲法14条が定める平等原則にも
関わる重大な問題であり、立法の空白により保障の
及ばない領域が生じることは看過し得ない。

日本と異なりカナダでは、雇用差別は、雇用、住居、
サービス等における差別を広く禁止する人権法制の
一部として扱われてきた。すなわち、職場における差
別も、社会生活における平等と尊厳を侵害する人権
問題として位置付けられ、人権委員会や人権審判所
といった公的機関を通じた救済・是正の対象となっ
ている。

本稿では、カナダにおける人権法制の形成を手掛
かりに、雇用差別を人権法制の枠組みで扱うことの
意味について考えてみたい。

１　人権問題としての雇用差別

上述のとおり、カナダでは、雇用差別の禁止は、労
働法制の一分野としてではなく、人権法制の中に位
置付けられている²。雇用差別をこのように人権法の

問題として扱うようになった背景には、オンタリオ
州における戦後人権政策の展開がある。第二次大戦後、
国連憲章及び1948年の世界人権宣言により、人間の
固有の尊厳と平等な権利を重視する考え方が国際的
に広がった。一方、カナダ国内では、海外で人種主義
と戦いながら、日系カナダ人の収容、戦時産業におけ
るユダヤ人・黒人への差別、先住民に対する退役軍人
給付からの排除などを行ったり、同一労働であるに
もかかわらず女性に対し男性より低い賃金が支払わ
れる問題が存在するといった二重基準が表面化する
ようになった。また、戦後の移民政策とカナダ最大の
州であるオンタリオ州の経済成長により、イギリス
系ではない移民が同州に多数流入し、民族的多様性
が高まったことも、反差別立法を支える社会的基盤
となった。

オンタリオ州では、1950年代から1960年代初頭に
かけて、雇用、公共の場所、賃貸住宅等の各分野で差
別禁止立法が制定される³とともに、1958年には反差
別に関する公教育を担う人権委員会（Ontario Anti-
Discrimination Commission）が設置された⁴。そして
1962年には、これらの個別の反差別法を、オンタリオ
人権委員会(Ontario Human Rights Commission)に
よって執行される単一の制定法に統合する形でオン
タリオ州人権法典が制定された⁵。このため、雇用差
別は、住宅、サービス提供等における差別と同様に、
社会参加や機会平等を妨げる問題として、人権法制
の中で扱われることとなった⁶。

その後、1970年代に入ると、人権法制は、単に人種
や宗教などの限られた差別事由を禁止する仕組みか
ら、より多様な差別類型を人権問題として捉える方
向へと展開していった。その象徴的な例が、1973年に
制定されたブリティッシュ・コロンビア州人権法典
である。同法典は、オンタリオ・モデルを基礎としつ
つ、公衆に提供されるサービス、雇用、労働組合等へ
の加入の3領域について、「合理的な理由（reasonable 
cause）」を欠く差別的取扱いを行うことを包括的に
禁止していた⁷。同規定は、一定の法定差別事由につ
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いては「合理的な理由」とはならない旨規定しつつ、
列挙事由に限定されない不合理な差別をも問題に
することが可能であった。当時世界で最も進歩的な
人権法典であるとも評価される同法典の下で、ブリ
ティッシュ・コロンビア州では、妊娠やセクシュアル
ハラスメントが人権侵害として争われるようになっ
たほか、身体的外見、障害、恩赦を受けた有罪判決、年
齢、言語流暢性、性的指向（後に覆された⁸）、移民とし
ての地位等、従来の反差別立法では十分に可視化さ
れていなかった差別類型が問題化された。また、身長・
体重に関する恣意的な要件のように、一見中立的に
見える基準についても、特定の集団に不利益をもた
らす差別的慣行として認識されるようになった。さ
らに、長年にわたり蓄積してきた差別的取扱いの影
響を是正するため、人権委員会が承認したアファー
マティブ・アクション・プログラムも導入されるよう
になった⁹。

そして、各州で進められた人権法改革の集大成と
して、1977年には連邦においてカナダ人権法が制定
された¹⁰。同法の制定を経て、1970年代後半までに連
邦及びすべての州において雇用やサービス提供等に
おける差別を包括的に禁止する人権法が整備される
こととなった¹¹。

カナダにおいて、雇用差別が、単に職場内の労働条
件をめぐる問題としてではなく、社会参加や機会平
等を妨げる人権上の問題として捉えられてきた背景
にはこのような立法経緯がある。

なお、カナダは連邦制国家であるため、人権法制も
全国一律の一つの法律によって規律されているわけ
ではない。カナダにおける連邦と州の立法権限の分
配は、1867年憲法法¹²に定められており、雇用・労働
及び人権に関する立法権限は、原則として州の「財産
及び市民的権利(property and civil rights)」管轄に属
するが、郵便、航行・海運、通商・商業、銀行業務のほか、
州際・国際的な海運、鉄道、運河、電信その他の連邦管
轄事業に関しては、連邦議会の立法権が及ぶ。したがっ
て、雇用差別に関する人権申立てについても、当該雇
用関係が州管轄の事業に属するか、連邦管轄の事業
に属するかに応じて管轄機関及び適用法令が決定さ
れる¹³。

連邦人権法と各州・準州の人権法は、適用対象とな
る分野や事業者、救済手続等はそれぞれ異なるもの
の、上述のとおり、オンタリオ州の人権法制をモデル
として各地に広がっていったことから、基本的な考
え方には共通点がある。これらの人権法は、雇用に限
らず、サービス提供、住宅等の一定の社会生活分野を
対象とし、人種、宗教、性別、障害、性的指向、性自認・

性表現等の法定差別禁止事由に基づく差別を禁止す
る包括的な差別禁止法として構成されている。また、
カナダの人権法制の特徴として、差別紛争の解決を
通常の裁判所だけに委ねるのではなく、人権委員会
や人権審判所などの専門機関が重要な役割を担って
いることも挙げられる¹⁴。

２　カナダ人権法の制定

次に、1977年に制定されたカナダ人権法について
概観する。同法は、オンタリオ・モデルに大きく依拠
しつつ、連邦管轄領域における差別について、人種、
出身国又は民族的出自、肌の色、宗教、年齢、性別、婚
姻上の地位、恩赦を受けた有罪判決及び身体障害（た
だし、制定当時は雇用関係における差別のみに限定。）
といった広範な差別禁止事由を規定していた¹⁵。また、
同一事業所において同一価値労働に従事する男女労
働者間に賃金差を設けることを差別的慣行と規定¹⁶
した点も、同法の先進的な特徴の一つであった¹⁷。

同法に基づき、1978年にはカナダ人権委員会
（Canadian Human Rights Commission、以下
「CHRC」という。) が設置された。CHRCは、カナダ人
権法の理解、受容及び遵守を促進するとともに、差別
申立て処理を担う、政府から独立した委員会として
設置され、司法大臣を通じて議会に報告責任を有し
ている¹⁸。なお、制定当時は、現在のような常設の人権
審判所は存在せず、審問は同委員会が任命する個別
の審判体により行われていた。その後、1998年に同法
改正によって、CHRCから独立して審問・判断を行う
準司法的機関として、現在の形態のカナダ人権審判
所（Canadian Human Rights Tribunal、以下「CHRT」
という。) が設置された¹⁹。

３　制度的差別という考え方

カナダにおいて差別を構造的に把握する上で重要
な転機となったのが、1984年に公表された「アベラ報
告書」²⁰である。同報告書は、「雇用における平等に関
する王立委員会」の委員長であるアベラ判事によっ
て、「雇用における平等」と題して政府に提出された。
同報告書においてアベラ判事は、雇用における平等
及び差別について、差別を個人の意識の問題という
よりも、むしろ慣行や制度に基づく社会構造の問題
であると捉え、当事者の自発性に期待するだけでは
問題解決は困難であり、法に基づく社会の介入によ
り構造自体を変革しなくてはならないと論じた²¹。
同報告書において、アベラ判事が用いた「雇用衡平
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（employment equity）」という概念は、当時の米国に
おけるアファーマティブ・アクションをめぐる論争、
すなわちクオータ制や優先採用が「逆差別」に当たる
のではないかという議論を避けるため、カナダ独自
の差別是正策を示すものとして提示された²²。アベラ
判事が求めたのは、特定集団に対する機械的なクオー
タ制の導入ではなく、女性、先住民、障害者及び可視
的少数者（人種的マイノリティ）の雇用機会を不当に
妨げてきた慣行を見直し、制度的差別を除去するこ
とによって、雇用における衡平な機会を実質的に確
保することであった。

同報告書の考え方を取り入れ、1987年にはカナダ
最高裁判所が制度的差別(systemic discrimination)を
認定し、人権審判所²³の命令を適法と判示した²⁴。そ
の後、制度的差別という概念は、連邦人権法上の雇用
差別事案にとどまらず、カナダの人権法制において、
制度や慣行に根ざした不利益を把握し、将来に向け
た是正を基礎づける概念として重要な意味を持つよ
うになった。

４　雇用衡平法の制定

アベラ報告書を踏まえ、能力と無関係な理由によっ
て何人も雇用機会及び利益を否定されることがな
いようにし、かつ、指定集団が直面する制度的障壁
(systemic barriers)が特定され除去されることを確保
するため²⁵、1986年に雇用衡平法²⁶が制定された。同
法は、100人以上を雇用する連邦管轄下の民間部門及
び公営企業に対し、女性、先住民、障害者及び可視的
少数者の4つの指定集団について、職務区分及び賃金
範囲ごとの労働者構成並びに採用・昇進・解雇に係る
状況を毎年雇用移民大臣に報告することを義務付け
るとともに、当該指定集団の代表性を、当該使用者の
職場における労働者全体又は当該使用者の採用母集
団における構成割合に見合ったものとするため、数
値目標及び達成時期を含むアファーマティブ・アク
ション計画を作成することを求めるなど、より積極
的に規制・監督する方向へと舵が切られた²⁷。

その後、同法は、1995年に新たに制定された雇用衡
平法によって全面的に見直された²⁸。見直し後の雇用
衡平法により、①従来適用対象外であった連邦政府
の省庁等及び100人以上を雇用するその他の公的部
門（カナダ軍及び王立カナダ騎馬警察（RCMP））にも
適用範囲が拡大された²⁹。また、②使用者の責務がよ
り明確化され³⁰、指定集団の構成員の採用及び昇進の
ための短期的な数値目標を含む雇用衡平計画の策定・
実施に加え、監視及び評価が求められることとなった。

さらに、③CHRCの権限強化及びCHRT（雇用衡平事
案を聴取する場合には雇用衡平審査審判所と呼称さ
れる）の命令に連邦裁判所の命令と同一の効力を付
与する等の法の遵守を確保するための措置が設けら
れた³¹。

ここで重要なのは、雇用衡平法が、差別が現実に発
生し、個別の労働者が申立てを行ってから初めて対
応する制度ではないという点である。同法は、使用者
に対し、職場における代表性の偏りや制度的障壁を
継続的に把握し、是正することを求める。つまり、個
別の差別的取扱いを事後的に救済するだけでなく、
具体的な差別事案が発生する前に、構造的な不平等
を可視化し、改善する制度として位置付けられている。

５　日本への示唆

これまで見てきたとおり、カナダでは、オンタリオ
州における戦後人権政策の展開を出発点として、雇用、
住宅、サービス提供等における差別を一体として規
律する人権法制が形成され、その後、各州及び連邦に
おいて、雇用差別を含む包括的な差別禁止法制が整
備された。そこでは、職場における差別も、社会生活
における平等な参加を妨げる人権侵害として把握さ
れ、人権委員会や人権審判所といった専門機関によ
る救済・是正の対象とされてきた。

このように雇用差別を人権問題として位置付ける
ことにより、差別禁止の射程は、あらかじめ限定され
た労働条件規制の枠内にとどまらないものとなる。
特に、カナダでは、アベラ報告書及びその後の判例等
を通じて、差別は個人の差別意思や明示的な不利益
取扱いに限られるものではなく、制度や慣行の中に
組み込まれ得る不利益として把握されてきた。募集、
採用、配置、昇進、賃金決定等に関する一見中立的な
手続や基準であっても、特定の集団を継続的に排除
し、又は不利な地位に置く場合には、制度的差別とし
て是正の対象となり得る。このような考え方は、不公
正な結果が生じているのであれば、その原因となっ
ている仕組みを見直し、社会として是正していくべ
きであるという発想につながっている。

これに対し、日本の雇用差別規制は、労働法制の枠
組みの中で、個別の事業主の義務として構成されて
きた。労働基準法、男女雇用機会均等法、障害者雇用
促進法等の差別禁止規定を有する各法令は、それぞ
れ重要な役割を果たしているものの、禁止される差
別事由、対象場面及び履行確保の手法は、各法の目的
と構造に応じて限定されている。このような法規制
の構造の下では、罰則を伴う規定についてはもとより、
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罰則を伴わない規定についても、法的安定性や行政
による統一的な指導可能性の観点から、禁止される
行為や対象場面をできる限り明確に画定することが
重視されやすい。男女雇用機会均等法上の間接差別
禁止規定が、厚生労働省令で定める一定の措置に限
定されていることは、その一例である。

このような規制設計は、明示的な差別的取扱いを
抑止し、事業主に対して一定の予測可能性を与える
という意味では重要である。しかし、カナダにおける
議論で見てきたとおり、雇用差別の問題は、常に差別
意思を有する者による明示的な不利益取扱いとして
現れるわけではない。職場における制度や慣行が、外
形上は中立的に運用されていても、結果として特定
の属性を有する者に不利に作用し、就業の機会や能
力発揮を制約することがある。このような構造的な
差別は、差別意思の有無や個別の違反行為の存否に
着目するだけでは、十分に捉えることができない。

そうであるならば、雇用差別規制に必要なのは、禁
止される行為をあらかじめ狭く限定し、違反の有無
を個別に判断し、違法性が認められた場合にそれを
是正する仕組みだけではない。むしろ、職場において
不公正な結果を生じさせている制度や慣行を可視化
し、その背景にある要因を分析し、事業主による改善
を促す仕組みが必要である。そのためには、専門的知
見を有する公的機関が、個別紛争の処理にとどまらず、
事業主に対する助言、指導、調査、勧告等を通じて、職
場環境や雇用管理の改善に関与する制度的基盤を強
化することが重要となる。

また、この点は、ハラスメント規制を考える上でも
重要な示唆を有する。カナダでは、人権法制の下、法
定差別禁止事由に関連するハラスメントは差別とし
て扱われている。一方、日本では、ハラスメント規制
はいずれも、労働者の就業環境が害されることを防
止するため、事業主に雇用管理上の措置を義務付け
る構造を採っている。そのうち、セクシュアルハラス
メント及び妊娠・出産等に関するハラスメントは、性
別による差別が行われないことを基本理念とする男
女雇用機会均等法に規定されているため、差別禁止
との接点を有している。しかしながら、育児休業等に
関するハラスメント、パワーハラスメント及びカス
タマーハラスメント³²は、それぞれ育児・介護休業法
又は労働施策総合推進法に規定され、職業生活と家
庭生活との両立、就業環境の保護等の雇用政策上の
目的を実現するための規制として構成されている。
日本においてハラスメントが差別の一類型として扱
われてこなかった背景には、そもそも差別禁止を人
権保障の問題として捉える視点が十分に浸透してこ

なかったことも関係していると考えられる。
このように、ハラスメント規制を各法令の目的に

即した事業主規制として構成する場合、何が違法又
は不当なハラスメントに該当するかを一義的に画定
することが難しい中で、事業主の予測可能性等を考
慮すると、ハラスメント行為そのものを直接禁止す
る制度の採用には慎重にならざるをえないことも理
解できる。しかし、ハラスメントも、職場における権
力関係や組織上・取引上の関係、慣行等を背景として
生じ、労働者の尊厳や職場への参加を損なう人権問
題であるという点で、差別規制と共通する構造的課
題を有している。日本においても、少なくとも法定差
別禁止事由に関連するハラスメントを差別禁止法制
の一部として位置付け、行為そのものの違法性を問
うことも含め、制度の在り方を再検討する余地があ
るのではないだろうか。

おわりに

本稿では、カナダにおける人権法制の形成と雇用
差別規制の展開を概観してきた。そこから得られる
最も重要な示唆は、雇用差別が、単に労働条件をめぐ
る個別的な紛争としてではなく、働く者の尊厳、平等
及び社会参加に関わる人権問題として位置付けられ
てきた点にあり、違反行為を処罰し、又は事業主の義
務違反を是正する仕組みにとどまらず、誰もが公正
に取り扱われる職場の実現に向けた継続的な取組を
促す仕組みが制度化されていることである。

もちろん、歴史的・制度的背景を異にするカナダの
人権法制を、日本にそのまま採り入れることはでき
ない。しかし、雇用差別を、働く者の尊厳と社会参加
を保障するための人権問題として捉え、制度や慣行
を見直していく仕組みを構築するという視点は、日
本における今後の雇用差別規制を考える上でも重要
である。
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